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世界の重点課題へのAPT協力
　ASEAN+３（APT）首脳会議の傘

下にある「東アジア研究所連合

（NEAT）」の「国別代表者会議」（CCM）

が、４月20日にフィリピン主催により

オンライン開催された（写真）。

APT13 ヵ国のシンクタンクから41名

が出席し、日本からは菊池誉名当評議

会事務局長などが出席した。

　CCMでは、世界の重点課題である

（１）「気候変動と持続可能な発展」（中

してどのような協力体制をとることが

可能なのかを探る。

　（２）については、各国はCOVID-19

対応で色々な教訓を得ているが、それ

を地域で共有できていない。本WGで

は、それら国や地域レベルで得た知識

や経験を共有し、意見交換を行うプ

ラットフォーム構築の方策を探る。

　（３）については、COVID-19パン

デミック下のなか、ASEANでは政府

による人権侵害がみられた。本WGで

は、東アジア地域統合・協力に、人間

の安全保障の概念を一層組み込むには

どうしたらよいのか、その方策を探る。

　（４）については、デジタル通信技

術は生産性と経済成長の原動力であ

り、この地域の中小企業がデジタル化

を進める意義は大きい。本WGでは、

APT諸国の中小企業が、これらサー

ビスの導入を推進していくための方

策、また協力のあり方を探る。

国主催）、（２）「COVID-19とAPT協力」

（インドネシア主催）、（３）「人間の安

全保障」（韓国主催）、（４）「デジタル

分野と中小企業協力」（フィリピン主

催）のテーマによる４つの作業部会

（WG）設置が提案、承認されたところ、

その内容は次のとおりである。

　（１）については、APT諸国の多く

は農業を基盤とした生活システムを有

しているため、気候変動によって引き

に対して、市民から不服従運動が起こ

り、2月22日には約100万人参加による

「22222革命」が起こった。この動きを

主導したのは、1990年代半ば以降に生

まれ、民政に移行した2011年以降の市

民的自由を享受してきたZ世代と呼ば

れる若い世代である。このZ世代主導

の運動は、必ずしもスーチー氏支持で

はなく、国軍の行動への反発を動機と

して、多様な集団の自発的な参加、多

様な戦術、また急激に拡大しているこ

とが特徴である。このように、国軍

vs NLDの権力争いから、国軍 vs 

NLD/市民との闘争に構図が変化して

いる。今後、国軍は抵抗を受けてもスー

チー派の一掃と政権移行に固執し、そ

の方針を変更しない可能性が高い。そ

ミャンマーはどこへいく
　さる４月12日に開催された第87回政

策本会議では、中西嘉宏京都大学准教

授（写真）より、「ミャンマーはどこ

へいく－クーデター、抵抗、弾圧」と

題し、次の報告を聴いた。

　国軍はなぜクーデターを起こしたの

か。現時点では、アウンサンスーチー

氏側と国軍との間の「国体」をめぐる

権力闘争が背景にあるとみられる。国

軍は、憲法によって国家よりも超然と

した存在として認められている。それ

に対抗していたのがスーチー氏であ

る。今回のクーデターによって国軍は、

スーチー派の一掃と国民民主連盟

（NLD）を解党させ、総選挙を行い国

軍にとって望ましい政権に移譲しよう

としているとみられる。こうした国軍

の場合、市民の犠牲者数は増え続け、

少数民族武装勢力と国軍の戦闘が激化

し、人道危機になる可能性もある。

　このミャンマーの情勢に対して、各

国の外交による影響力は限定的である

が、待つだけでは犠牲者が増え続ける

ことになる。日本としては、ASEAN

諸国と連携しつつ圧力をかけていくこ

とが必要であろう。

起こされる

自然災害は

大きな脅威

である。本

WGでは、

気候変動に

起因する食

糧安全保障

と自然災害

管理におい

て、地域と
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　東アジア共同体評議会のホームページ（http://www.ceac.jp）上のｅ-論壇「百

家争鳴」への最近３ヶ月間の投稿論文を代表して、下記論文を紹介する。

―・・・―

百家争鳴から

最近３ヶ月間で注目されたその他の論文

―・・・―
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新段階の日中韓協力

　さる４月19日に開催された第335回

国際政経懇話会は、古閑比斗志ふかや

クリニック院長（写真）を講師に招い

て、表題に関し、つぎのような講話を

聴いた。

　欧米諸国はコロナウイルスとの戦い

を「戦争」と表現し、戦時体制を構築

した。日本は平時の延長線上で対応し、

スピード感が足りない。日本はマスク

製造などをほとんど中国で行ってお

り、物資不足に際して輸入が停止する

事態も発生した。今後、ワクチンを含

む医療物資は国家戦略物資とみなし、

国内で生産すべきである。目下、コロ

ナウイルスに関しては、重点的にワク

チンを接種すべきである。

カを動かすことなどできないのです。

　この国は信じられる、この国は信じ

られない。そういうので、協力を打診

する相手を選ぶのではなく、必要なら

信用できない相手にも頼むのです。北

朝鮮問題であれば、中国にこそ頼みた

い場面もあります。ですから、裏切ら

れても大丈夫な体制を日本が構築して

おけば良いのです。

　国際関係というのは自国の体制が

しっかりしていないと目的を達するこ

とはできません。なんでもアメリカを

信じるとかアメリカ頼みになるという

のではなく、信じなくても成功の可能

性を高められるようにしていきましょ

うということです。

（2021年４月26日付投稿）

４/17　「日本のジャーナリズムについ

て考える」（中山太郎）

４ /３　「自由で開かれたインド太平

洋会議を設立せよ」（加藤成一）

３ /５　「ジェノサイド問題がキーと

なる」（岡本裕明）

　既報のとおり、日中韓三国政府公認

のシンクタンク・ネットワークである

「日中韓三国協力研究所連合（NTCT）」

では、新たな試みとしてテーマ別の作

業部会（WG）を組織することになっ

たところ、本年度は「カーボンニュー

トラル達成」（日本主催）、「ハイレベ

ルRCEPの構築」（中国主催）、「北東

アジア多国間安全保障協力」（韓国主

催）の３つのWGが組織された。今後

これらWGは、今冬開催のNTCT国別

代表者会議への政策提言提出に向け

て、研究活動を進めていく。

３月26日　NTCT「北東アジア多国間

安全保障協力」WG（韓国主催）（日

本から八塚正晃防衛研究所研究員

他出席）

４月10日、『メルマガ東アジア共同体

評議会』（通巻第101号）発行

４月12日　第87回政策本会議（中西嘉

宏京都大学准教授等）

４月19日　第335回国際政経懇話会（古

閑比斗志氏等）

４月20日　NEAT第33回国別代表者会

議（フィリピン主催）（日本より

菊池誉名事務局出席）

５月10日　『CEAC E-Letter』（通巻第

85号）発行

５月28日　NTCT「ハイレベルRCEP

の構築」WG（中国主催）（日本

から篠田邦彦、高橋俊樹有識者議

員出席）

　結論から言えば、アメリカは信じら

れないということです。これは、アメ

リカだから信じられないのではなく

て、信じることができる国というもの

はないという前提に立たなくてはなら

ないという話です。

　北朝鮮問題というのは、アメリカに

とってはワンオブゼムの問題でしかあ

りません。目下中国との関係に神経を

とがらせるアメリカにとっては、その

一要素として朝鮮半島があるというこ

とでしかないのです。人権問題だから

といってアメリカを信じていれば拉致

問題を解決してくれるということなど

ありません。「これはあなた方にとっ

ても悪いことじゃないんだよ」という

説得を日本ができていないと、アメリ

５/27　「人口減少で中国経済はどこに

向かうのか」（鈴木馨祐）

５/19　「米国の尖閣と台湾防衛の本気

度」（斎藤直樹）

５/11　「韓国の経済政策について」（真

田幸光）

北朝鮮問題でアメリカは信じられるか
拓殖大学教授　荒木　和博

CEAC活動日誌（３－５月）

新型コロナウイルス感染症と外交
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